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第37回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第37回定時株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席されない場合は、書面又はインターネットによって議決権を
行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、
後述のご案内に従って、2025年10月28日（火曜日）午後５時30分までに議決権を
行使してくださいますようお願い申しあげます。
　本総会の招集に際しては、電子提供措置をとっており、インターネット上の以
下のウェブサイトに「第37回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項
を掲載しておりますので、ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいます
ようお願い申しあげます。

　電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウ
ェブサイトにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイトにアクセスいた
だき、「銘柄名（会社名）」に「ニッソウ」又は「コード」に当社証券コード
「1444」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、
「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認くださ
い。

　インターネットによる議決権行使に際しましては、４頁の「インターネットに
よる議決権行使のご案内」をご確認くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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１．日 時 2025年10月29日（水曜日）午前10時（受付開始：午前９時30分）

２．場 所 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号
住友不動産新宿グランドタワー５階
ベルサール新宿グランドコンファレンスセンター
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 (1) 第37期（2024年８月１日から2025年７月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員
会の連結計算書類監査結果報告の件

(2) 第37期（2024年８月１日から2025年７月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
　　　議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

４．招 集 に
あたっての
決 定 事 項

(1) 電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては法令及
び当社定款第16条の規定に基づき、書面交付請求をいただ
いた株主さまに対して交付する書面には掲載しておりませ
ん。
①連結計算書類の「連結注記表」
②計算書類の「個別注記表」
したがいまして、当該書面に掲載している連結計算書類及
び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査等委員
会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一
部であります。

(2) 議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場
合は、賛成の表示があったものとして取り扱います。

(3) 議決権行使書と電磁的方法（インターネット）により議決
権を重複行使された場合は、到着日を問わず、電磁的方法
（インターネット）による議決権行使の内容を有効として
取り扱います。
また、電磁的方法（インターネット）により複数回にわた
り議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有
効といたします。

(4) 議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３
日前までに、議決権行使の不統一行使をする旨とその理由
を当社にご通知ください。

     

記

以　上

〇当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行
使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

〇電子提供措置事項に修正すべき事情が生じた場合は、上記の当社ウェブサイト
及び東証ウェブサイトに、その旨、並びに修正前の事項及び修正後の事項を掲
載させていただきます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利で
す。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださ
いますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権

を行使される場合

本招集ご通知と合わせてお

送りする議決権行使書用紙

を会場受付にご提出くださ

い。

本招集ご通知と合わせてお

送りする議決権行使書用紙

に議案に対する賛否をご表

示のうえ、ご返送くださ

い。

次頁の案内に従って、議案

の賛否をご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2025年10月29日（水曜日）

午前10時（受付開始：午前９時30分）

2025年10月28日（火曜日）

午後５時30分到着分まで

2025年10月28日（火曜日）

午後５時30分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行

使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使

をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法

「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを

入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力するこ

となく議決権行使ウェブサイトにログインする

ことができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。２

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数です
がPC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載
の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログ
イン、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト

へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取って
ください。

１

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

３

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　9：00～21：00）
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(2024年８月１日から
2025年７月31日まで)

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善に加

え、政府による経済対策やインバウンド需要の回復などを背景として、緩

やかな回復基調が続きました。消費者マインドも持ち直しを見せ、設備投

資や住宅関連支出に一定の前向きな動きが見られるなど、景気は着実に回

復の道を歩んでおります。一方で、海外経済の減速懸念や地政学的リス

ク、円安による輸入コストの上昇など、不確実性を伴う要因も残されてお

り、先行きについては引き続き注視が必要な状況であります。

　当社グループの主力事業をおくリフォーム業界においては、既存住宅の

長寿命化や省エネルギー施策の浸透を背景に、断熱改修や設備更新などの

需要が着実に拡大しており、高齢化社会を見据えたバリアフリー対応や快

適性向上リフォームも堅調に推移いたしました。一方で、資材価格の上昇

や人材不足に伴う施工費用の増加が収益環境に影響を及ぼしており、効率

的な施工体制の構築が求められております。不動産業界においては、都市

部を中心に住宅需要が底堅く推移し、投資用不動産の取引も活発さを維持

しております。一方で、金利動向や建築コスト上昇への警戒感から、一部

の投資家に慎重な動きも見られるなど、市場には強弱両面の要因が存在し

ております。

　このような状況のもと当社グループは、新規顧客の獲得や教育体制の強

化など既存事業の強化に取り組むと伴にBtoB事業で蓄積した経験を活か

し、首都圏、特に世田谷区を中心とした地域に密着し、一般コンシューマ

を対象としたリフォーム事業として「リフォームプロ」を展開してまいり

ました。また、不動産建設事業を営む株式会社平成ハウジングを100％子

会社化し事業の拡大を図るなど、新たな領域への取組みも図ってまいりま

した。また、株式会社安江工務店の株式譲渡に伴う関係会社株式売却益を

特別利益として計上しました。

　以上の結果、当連結会計年度の売上高は5,279,959千円（前期比12.8％

増）、営業利益は72,700千円（同28.9％増）、経常利益は69,571千円（同

9.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は202,686千円（同705.8％

増）となりました。
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　事業別の状況は次のとおりであります。

　なお、当連結会計年度において、株式会社平成ハウジングの株式を取得

し、連結子会社化したことに伴い、報告セグメントを従来の「リフォーム

事業」及び「不動産事業」の２区分から「リフォーム事業」、「不動産流

通事業」及び「不動産建設事業」の３区分に変更しております。この事業

セグメントの変更に伴い、以下の前期比較については、前期の数値を変更

後のセグメントに組み替えた数値で比較をしておりますが、当連結会計年

度より新たに報告セグメントとして追加した「不動産建設事業」について

は、前期比較は行っておりません。

（リフォーム事業）

　リフォーム事業におきましては、首都圏、とりわけ世田谷区を中心とし

た地域密着型の営業体制を強化し、一般消費者を対象としたサービス展開

を本格化いたしました。これまでBtoB事業で培った施工ノウハウや協力会

社とのネットワークを活かし、迅速かつ高品質な施工体制を整備すること

で、顧客からの信頼を獲得し、安定した受注基盤の確立に努めたこと等に

より、前期に比べ完成工事件数が減少したものの工事単価が増加、また前

連結会計年度に子会社化した株式会社ささきの損益計算書を当期から連結

開始し、完成工事高4,787,928千円（前期比8.7％増）、営業利益は82,900

千円（同96.5％増）となりました。

（不動産流通事業）

　不動産流通事業においては、不動産会社との連携を深めるとともに、情

報ネットワークの活用を進め、物件の仕入れから販売までを一貫して行う

体制を強化いたしました。地域特性に応じた販売戦略やニーズに沿った物

件提案を行うことで、グループ全体の事業シナジーを高め、顧客満足度の

向上と安定的な事業展開を行ってきたことにより、前期に比べ大型物件の

成約はなかったものの仲介件数及び買取再販の件数が増加し、売上高は

197,391千円（前期比28.2％減）、営業利益10,508千円（同0.9％増）とな

りました。

（不動産建設事業）

　不動産建設事業におきましては、2024年８月に株式会社平成ハウジング

の株式を取得し、子会社化しました。また、注文住宅や分譲住宅の供給を

通じて、地域社会に根差した住まいづくりを推進いたしました。施工品質

の確保とデザイン性・機能性の両立を図るとともに、リフォーム事業や不

動産流通事業との連携を強化することで、グループ全体として「建てる・

直す・流通させる」という循環型の事業モデルの構築を図りましたが、注
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事 業 区 分

第 36 期
（2024年７月期）

（前連結会計年度）

第 37 期
（2025年７月期）

（当連結会計年度）
前連結会計年度比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率

リ フ ォ ー ム 事 業 4,404,066千円 94.1％ 4,787,928千円 90.7％ 383,862千円 8.7％

不 動 産 流 通 事 業 274,894千円 5.9％ 197,391千円 3.7％ △77,502千円 △28.2％

不 動 産 建 設 事 業 －千円 －％ 294,638千円 5.6％ 294,639千円 －％

合 計 4,678,961千円 100.0％ 5,279,959千円 100.0％ 600,998千円 12.8％

文住宅や分譲・建売の件数が予想よりも少なかったこと等により、売上高

は294,638千円、営業損失23,316千円となりました。

事業別売上高
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事業区分 設備投資金額（千円） 前期比増減率（％）

リフォーム事業 5,943 △45.1

不動産流通事業 455 30.1

不動産建設事業 22,865 －

合計 29,264 162.0

②設備投資の状況

　当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は29,264千円

で、その主な状況は以下のとおりです。

（注）１．前期比増減率は、当連結会計年度に行ったセグメント区分の変

更を反映させております。

２．リフォーム事業における設備投資の主なものは車両運搬具

4,433千円、器具及び備品1,509千円、不動産建設事業におけ

る設備投資の主なものは建物及び構築物22,186千円でありま

す。

③資金調達の状況

　該当事項はありません。

④事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

　該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

　当社は、2024年８月５日付で、株式会社平成ハウジングの発行済株式の

全てを取得し、同社を当社の完全子会社といたしました。
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区 分
第 34 期

(2022年７月期)
第 35 期

(2023年７月期)
第 36 期

(2024年７月期)

第 37 期
(当連結会計年度)
(2025年７月期)

売 上 高(千円) － 4,166,512 4,678,961 5,279,959

経 常 利 益(千円) － 142,933 63,465 69,571

親 会 社 株 主
に 帰 属 す る
当 期 純 利 益

(千円) － 69,464 25,154 202,686

１株当たり当期純利益 (円) － 63.92 23.12 186.42

総 資 産(千円) － 2,491,444 2,767,380 3,457,320

純 資 産(千円) － 1,479,026 1,501,120 1,703,731

１株当たり純資産額 (円) － 1,359.41 1,379.90 1,567.25

区 分
第 34 期

(2022年７月期)
第 35 期

(2023年７月期)
第 36 期

(2024年７月期)

第 37 期
(当事業年度)
(2025年７月期)

売 上 高(千円) 3,504,776 4,166,512 4,100,966 3,978,928

経 常 利 益(千円) 207,531 188,277 64,419 85,871

当 期 純 利 益(千円) 136,970 114,853 32,460 208,265

１株当たり当期純利益 (円) 146.97 105.69 29.83 191.55

総 資 産(千円) 1,690,479 2,426,232 2,567,475 3,040,421

純 資 産(千円) 1,346,814 1,524,416 1,553,133 1,762,006

１株当たり純資産額 (円) 1,284.35 1,401.13 1,427.71 1,620.86

(2)財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

（注）１．第35期より連結計算書類を作成しておりますので、第34期の各数値は記載して

おりません。

　　　２. １株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数によ

り、また、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数によ

り算出しております。

② 当社の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により、ま

た、１株当たり純資産は、自己株式を控除した期末発行済株式総数により算出して

おります。
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事業区分 会社名 資本金

当社の

議決権

比率

主要な事業内容

リフォーム事業

株式会社ヤナ・

コーポレーション
20百万円 100％ 総合リフォーム事業

株式会社ささき 10百万円 100％ 総合リフォーム事業

不動産流通事業
日本リゾートバンク

株式会社
100百万円 100％

リゾート物件の

売買・売買仲介事業

不動産建設事業
株式会社平成ハウジ

ング
10百万円 100％

注文・建売住宅の設

計・建築・販売事業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①親会社の状況

該当事項はありません。

②重要な子会社の状況

（注）１．当社は2024年８月５日付で株式会社平成ハウジングの株式を取得し、

完全子会社化いたしました。

　　　２．前連結会計年度まで「リフォーム事業」及び「不動産事業」の２区分

の報告セグメントとしておりましたが、当連結会計年度より「リフォ

ーム事業」、「不動産流通事業」、「不動産建設事業」の３区分へと

報告セグメントを変更しております。
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(4) 対処すべき課題

①サービス向上について

　当社グループは展開している各事業をサービス業と位置づけ、社員へのマ

ナー教育を徹底しております。また、全ての顧客に満足していただけるよう

品質管理を徹底するとともに、勉強会の機会を増やすなど、今まで以上の品

質向上に努めてまいります。

②人材の確保と育成について

　当社グループでは人材が、事業拡大のための重要な経営資源であると考え

ており、今後の事業拡大に合わせて、高いスキルと専門知識を持った優秀な

人材を増やすことが事業基盤強化につながると認識しております。さらに当

社グループの未来を担う次世代経営者層の育成が重要な課題と認識しており

ます。当社グループにおきましては、中長期的な社員数増強に向けた採用活

動の強化を行うとともに、優秀な人材を増やすため、勉強会、知識の共有な

どを通じて社員のスキルアップを図ってまいります。また、社員の能力に合

わせたキャリアアップを推進し、若手のリーダーや管理職登用を積極的に行

います。社員が働きやすい職場環境を実現するため職場内のコミュニケーシ

ョンを活性化させるための活動も行ってまいります。多様な人材を積極的に

登用することで社員の能力発現を支援するとともにダイバーシティを活かし

た経営により企業価値の向上を図ってまいります。

③内部管理体制及びコーポレート・ガバナンスの強化について

　当社グループでは、内部管理体制及びコーポレート・ガバナンスの体制整

備と強化が重要な課題であると認識しております。当社は、定期的な内部監

査の実施及び監査等委員会と内部監査室の連携等、今後の企業規模の拡大に

備え、体制の充実と機能向上に取り組んでまいります。

④施工ネットワーク（施工協力体制）の拡充について

　当社グループの事業拡大には外注先である各工事分野の専門施工会社から

なる、施工ネットワークの確保・拡充が不可欠であると認識しております。

今後、当社グループの理念共有及び安全・品質管理の徹底に十分留意し、施

工ネットワークの拡充を図ってまいります。
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⑤事業エリア拡大について

　当社グループは各事業を、首都圏を中心に展開しており地域依存リスクが

高く、今後の収益拡大が限定的になる可能性があると認識しております。こ

のような課題に対処するため、リフォーム事業においては、神奈川県高座

郡、横浜市、埼玉県さいたま市、朝霞市、及び千葉県船橋市に営業所を設置

しているほか、子会社である株式会社ヤナ・コーポレーション及び株式会社

ささきと連携を図り拡大してまいりました。また、宮城県仙台市に東北営業

所を設置し、首都圏以外の事業エリアの拡大に努めております。

　不動産流通事業においては、子会社である日本リゾートバンク株式会社を

中心に、湘南エリアで事業を展開しており、Ｍ＆Ａなどにより、新たなエリ

ア展開を進めてまいります。

　不動産建設事業においては、子会社である株式会社平成ハウジングにおい

て栃木県那須塩原市を中心に事業展開をしており、今後隣接地域へのエリア

展開を進めてまいります。

　今後さらなる事業エリアの積極的な開拓を展開し、これらの課題を解決

し、活性化を促進しながら子会社等と効率的に連携を図り、サービスを展開

してまいります。

セグメントの名称 事 業 内 容

リ フ ォ ー ム 事 業
原状回復工事、リノベーション工事、ハウスクリーニング・
入居中メンテナンス工事、その他

不 動 産 流 通 事 業 リゾート物件の売買・売買仲介

不 動 産 建 設 事 業 注文・建売住宅の設計・建築・販売

(5) 主要な事業内容（2025年７月31日現在）

（注）前連結会計年度まで「リフォーム事業」及び「不動産事業」の２区分の報

告セグメントとしておりましたが、当連結会計年度より「リフォーム事

業」、「不動産流通事業」及び「不動産建設事業」の３区分へと報告セグ

メントを変更しております。
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本 社 東京都世田谷区

神 奈 川 営 業 所 神奈川県高座郡寒川町

埼 玉 営 業 所 埼玉県さいたま市

千 葉 営 業 所 千葉県船橋市

朝 霞 営 業 所 埼玉県朝霞市

横 浜 営 業 所 神奈川県横浜市

東 北 営 業 所 宮城県仙台市

本 社 埼玉県所沢市

本 社 東京都江東区

本 社 神奈川県藤沢市

本 社 栃木県那須塩原市

(6) 主要な事業所（2025年７月31日現在）

①当社

　②子会社

　　a.リフォーム事業

　　　ｲ.株式会社ヤナ・コーポレーション

　　　ﾛ.株式会社ささき

　　b.不動産流通事業

　　　ｲ.日本リゾートバンク株式会社

　　c.不動産建設事業

　　　ｲ.株式会社平成ハウジング

（注）前連結会計年度まで「リフォーム事業」及び「不動産事業」の２区分の報

告セグメントとしておりましたが、当連結会計年度より「リフォーム事業」「不

動産流通事業」及び「不動産建設事業」の３区分へと報告セグメントを変更して

おります。
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事 業 区 分 従業員数 前連結会計年度末比増減

リ フ ォ ー ム 事 業 94名 4名増

不 動 産 流 通 事 業 3名 1名増

不 動 産 建 設 事 業 7名 7名増

合 計 104名 12名増

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

70名（－名） 6名増（－） 40.2歳 5.1年

(7) 従業員の状況（2025年７月31日現在）

①企業集団の従業員の状況

（注）１.従業員数は就業人員であり、臨時従業員（アルバイト・パートタイム社員を含

む。）は含みません。

　　　２.前連結会計年度まで「リフォーム事業」及び「不動産事業」の２区分の報告セグ

メントとしておりましたが、当連結会計年度より「リフォーム事業」「不動産流

通事業」及び「不動産建設事業」の３区分へと報告セグメントを変更しておりま

す。本変更に伴い、前連結会計年度末比増減は、当連結会計年度に行ったセグメ

ント区分の変更を反映させております。

②当社の従業員の状況

（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を

含む。）であり、パート及び嘱託社員は（　）内に外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 339,354千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 289,507千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 100,000千円

(8) 主要な借入先の状況（2025年７月31日現在）

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数 3,200,000株

(2) 発行済株式の総数 1,088,700株 （自己株式1,623株を含む）

(3) 株主数 708名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

前 田 　 浩 556,600株 51.20％

前 田 供 子 58,000株 5.34％

遠 藤 裕 三 6,500株 0.60％

チ ェ ス ナ ッ ト ヒ ル ズ 合 同 会 社 5,200株 0.48％

野 澤 清 晴 3,800株 0.35％

細 谷 光 弘 3,700株 0.34％

花 井 栄 治 3,600株 0.33％

I N T E R A C T I V E  B R O K E R S  L L C 3,600株 0.33％

杉 浦 美 智 3,300株 0.30％

金 子 武 弘 3,100株 0.29％

２. 株式の状況（2025年７月31日現在）

(4) 大株主

（注）持株比率は自己株式（1,623株）を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付した株式の状況

　　該当事項はありません。

(6) その他株式に関する重要な事項

　　該当事項はありません。

３. 新株予約権等の状況

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

　　該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 前 田 　 浩

取 締 役 副 社 長 高 松 重 之 日本リゾートバンク株式会社取締役会長

常 務 取 締 役 木 村 孝 史
営業本部長
株式会社ヤナ・コーポレーション代表取締役社長
株式会社ささき代表取締役会長

取 締 役 湯 浅 一 彦 営業本部副本部長兼本店営業部長

取 締 役 北 村 知 之
管理部長
日本リゾートバンク株式会社監査役
株式会社ヤナ・コーポレーション監査役

取 締 役 能 美 文 弥 経理部長

社 外 取 締 役 市 川 圭 介
市川圭介公認会計士事務所代表
株式会社インターメディカル代表取締役

社 外 取 締 役
（常勤監査等委員）

船 津 丸 隆

社 外 取 締 役
（監査等委員）

水 島 孝 生

社 外 取 締 役
（監査等委員）

木 村 康 之 経堂綜合法律事務所代表

社 外 取 締 役
（監査等委員）

小 林 仁 子

小林孝雄税理士事務所
小林仁子公認会計士事務所代表
オプティメッドホールディングス株式会社監査役
株式会社サン・システム監査役
オプティメッドあいず株式会社監査役
ユーソナー株式会社監査等委員である取締役
株式会社STホールディングス監査役

４. 会社役員の状況

(1) 取締役の状況（2025年７月31日現在）

（注）１. 監査等委員である取締役船津丸隆氏は、経営に関する相当程度の知見を有して

おります。

２. 監査等委員である取締役水島孝生氏は、経営に関する相当程度の知見を有して

おります。

３. 監査等委員である取締役木村康之氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関

する相当程度の知見を有しております。

４. 監査等委員である取締役小林仁子氏は、公認会計士及び税理士の資格を有して

おり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

５. 当社は市川圭介氏、水島孝生氏、木村康之氏、及び小林仁子氏を東京証券取引

所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引所に届

け出ております。
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氏　名 退任日 退任事由
退任時の地位・担当及び

重要な兼職の状況

熊谷征大 2024年10月25日 任期満了
社外取締役

熊谷征大公認会計士事務所代表

市川圭介 2024年10月25日 任期満了

社外取締役（監査等委員）

市川圭介公認会計士事務所代表

株式会社インターメディカル代

表取締役

６. 当事業年度中に退任した取締役は以下のとおりであります。

　市川圭介氏は社外取締役（監査等委員）でありましたが、2024年10月25日付で

社外取締役に就任しております。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、取締役（業務執行取締役

を除く）と同法第423条第１項の行為による損害賠償責任を限定する契約を

締結することができる旨定款に定めております。当該契約に基づく損害賠償

責任の限度額は、法令が規定する額としております。なお、当該責任限定契

約が認められるのは、当該取締役（業務執行取締役を除く）が責任の原因と

なった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

　当社は、当該定款の規定に基づき、社外取締役５名と責任限定契約を締結

しております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、当社及び当社の子会社の取締役及び当社の子会社の監査役を被保

険者として、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ

＆Ｏ保険）契約を締結しております。保険料は特約部分も含め会社が全額負

担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。

　当該保険契約では、被保険者である役員がその職務の執行に関し責任を負

うこと、又は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずること

のある損害について補填することとされています。但し、法令違反の行為で

あることを認識して行った行為に起因して生じた損害は補填されないなど、

一定の免責事由があります。当該保険契約には免責額の定めを設けており、

当該免責額までの損害については補填の対象としないこととされています。
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(4) 取締役の報酬等

　①取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容にか

かわる決定方針に関する事項

　　　当社は、取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針を決議しております。

　　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容に

かかる決定方針の内容は次のとおりです。

　　ｲ)基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬の額の決定に関する方針（報酬を

与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）

　　　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬は、月例

の固定報酬とし、役位、職責、在任年数等に応じて他社水準、当社の業

績、従業員給与の水準も考慮しながら、総合的に勘案して取締役会にて決

定するものとする。

　　ﾛ)非金銭報酬の内容及び額又は数の算定方法の決定に関する方針（報酬等

を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）

　　　非金銭報酬は対象取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対して

当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、

株主との一層の価値共有を進めるため譲渡制限付株式報酬とする。また、

株式の割当の時期及びその金額は取締役会にて決定され、１か月以内に割

当を行うものとする。

　　ﾊ)取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の内容が

方針に沿うものであると取締役会が判断した理由

　　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の個人別の報酬等の額につ

いては、決定方針との整合性を確認の上、取締役会において決議してお

り、その内容は当該決定方針に沿うものであると判断しております。

　②取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役

についての株主総会の決議に関する事項

　　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬限度額は、2022年10

月25日開催の定時株主総会において、年額200,000千円以内（うち、社外

取締役分は20,000千円以内）（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まな

い。）及び譲渡制限付株式として割当のための報酬等の限度額を年額

20,000千円以内（うち、社外取締役2,000千円以内）と決議いただいてお

ります。当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除

く。）の員数は７名（うち社外取締役１名）になります。
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区 分 報酬等の総額

報酬等の種類別の総額
対象となる
役員の員数基本報酬

業績連動

報酬

譲渡制限付

株式報酬

取締役（監査等委員を除く。）
（うち社外取締役）

53,412千円
(1,740)

53,412千円
(1,740)

－ －
8名
(2)

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

11,190千円
(11,190)

11,190千円
(11,190)

－ －
5
(5)

合計
（うち社外役員）

64,602千円
(12,930)

64,602千円
(12,930)

－ －
13
(7)

　　　監査等委員である取締役の報酬限度額は、2022年10月25日開催の定時株

主総会において、年額100,000千円以内及び譲渡制限付株式として割当の

ための報酬等の限度額を10,000千円以内と決議いただいております。当該

株主総会終結時点の監査等委員である取締役の員数は４名になります。

　③当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）１．上表には、当事業年度中に退任した取締役（監査等委員を除く。）１名及び取

締役（監査等委員）１名を含んでおります。

　　　２．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりま

せん。

(5) 社外役員に関する事項

①他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役市川圭介氏は、市川圭介公認会計士事務所の代表及び株式会社イ

ンターメディカルの代表取締役であります。当社と兼職先との間には特

別の関係はありません。

・監査等委員である取締役木村康之氏は、経堂綜合法律事務所の代表であ

ります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査等委員である取締役小林仁子氏は、小林仁子公認会計士事務所の代

表及び小林孝雄税理士事務所の従業員、並びにオプティメッドホールデ

ィングス株式会社、株式会社サン・システム、オプティメッドあいず株

式会社、株式会社STホールディングスの監査役、ユーソナー株式会社の

監査等委員である取締役であります。当社と兼職先との間には特別の関

係はありません。
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主な活動状況及び社外取締役に期待さ
れる役割に関して行った職務の概要

社外取締役 市川　圭介

当事業年度において、2024年10月25日に社外取締役

（監査等委員）を退任するまでに開催された取締役

会６回のすべて、並びに監査等委員会４回のすべ

て、及び2024年10月25日に社外取締役に就任後、当

事業年度に開催された取締役会10回のすべてに出席

し、議案等について様々な提言を行っております。

出席した取締役会において、主に経営者としてコー

ポレート・ガバナンスの視点・経営的視点から、ま

た財務・会計等に関し、公認会計士としての専門的

見地から、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を

確保するための発言を行っております。また、市場

の動向、経営管理及びリスク管理等を踏まえて適

宜、必要な発言を行っております。

社外取締役
(常勤監査等委員)

船津丸　隆

2024年10月25日に就任後、当事業年度に開催された

取締役会10回のすべて、及び監査等委員会10回のす

べてに出席いたしました。出席した取締役会及び監

査等委員会において、主に証券会社での株式上場コ

ンサルタントとしての豊富な経験によるコーポレー

ト・ガバナンスの視点から妥当性・公正性について

適宜発言を行う等、意思決定の妥当性・適正性を確

保するため、適切な役割を果たしております。

社外取締役
(監査等委員)

水島　孝生

当事業年度に開催された取締役会16回のすべて、及

び監査等委員会14回のすべてに出席いたしました。

出席した取締役会及び監査等委員会において、主に

証券会社で培った幅広い知見や事業会社における取

締役経験によりコーポレート・ガバナンスの視点・

経営的視点から妥当性・公正性について適宜発言を

行う等、意思決定の妥当性、適正性を確保するた

め、適切な役割を果たしております。

社外取締役
(監査等委員)

木村　康之

当事業年度に開催された取締役会16回のすべて、及

び監査等委員会14回のすべてに出席いたしました。

出席した取締役会及び監査等委員会において、主に

弁護士として専門的見地から適宜発言を行う等、意

思決定の妥当性・適正性を確保するため、適切な役

割を果たしております。

社外取締役
(監査等委員)

小林　仁子

当事業年度に開催された取締役会16回のすべて、及

び監査等委員会14回のすべてに出席いたしました。

出席した取締役会及び監査等委員会において、主に

財務・会計等に関し、公認会計士及び税理士として

の専門的見地から適宜発言を行う等、意思決定の妥

当性、適正性を確保するため、適切な役割を果たし

ております。

②当事業年度における主な活動状況
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報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,600千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 30,600千円

５. 会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　興亜監査法人

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区

分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合

計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び

報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行った

うえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

　監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に

該当すると認められる場合は、監査等委員である取締役全員の同意に基づき

会計監査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委

員である取締役は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監

査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令、定款及び社会規

範に適合し、コンプライアンスを重視した継続企業として存続・発展する

ため、全員が遵守すべき行動規範を制定し、周知徹底する。

内部監査人は定期的な内部監査により、法令及び定款並びに社内諸規程

の遵守その他適切な職務執行を確認し、当社代表取締役社長に報告する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報は、社内諸規定に定めるところにより、

文書又は電磁的媒体に記録し、適切に保管及び管理することとする。取締

役はそれらの情報を閲覧できるものとする。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　リスク管理及び対策についてはリスク管理規程及びコンプライアンス規

程に基づき、代表取締役社長を議長とするリスク・コンプライアンス推進

委員会及び取締役会において審議を行い、事業活動における各種リスクに

対する予防・軽減体制の強化を図る。危機発生時には、対策本部等を設置

し、社内外への適切な情報伝達を含め、当該危機に対して適切かつ迅速に

対処するものとする。

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会を原則毎月１回開催するほか、迅速かつ的確な意思決定を確保

するため、必要に応じて臨時取締役会を開催する。取締役会の決定に基づ

く業務執行については、取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程にお

いてそれぞれの責任者及び責任並びに執行手続の詳細について定める。
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⑤監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合にお

ける当該使用人に関する事項

　監査等委員会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合は、

必要に応じて当社の使用人から監査等委員会の指揮命令に従うスタッフを

置くこととする。当該人事に関して監査等委員会の同意のもとに、取締役

（監査等委員である取締役を除く。）との意見交換を行い慎重に検討す

る。

⑥前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する

監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項

　監査等委員会の職務を補助すべき使用人の選任及びその変更について

は、監査等委員長の同意を要するものとする。また当該使用人は当社の就

業規則等に従うが、当該使用人の指揮命令権は監査等委員会に属するもの

とし、人事考課等に際しては監査等委員長に意見を求めるものとする。

⑦監査等委員会への報告に関する体制

　当社グループの取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人

は、必要と判断したときは重要な業務執行に関し、監査等委員会に対して

報告を行うとともに、必要に応じて稟議書その他業務執行に関する帳簿及

び書類等の提出や状況説明をする。

⑧前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受

けないことを確保するための体制

　当社は前号の報告を行った者に対して、当該報告を理由として不利な取

扱いを行うことを禁止する。

⑨監査等委員の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に

関する事項

　監査等委員による職務の執行に伴う費用の前払い又は償還の請求があっ

た場合には、当該監査等委員の職務に執行に必要でないと明らかに認めら

れる場合を除き、その請求に応じ速やかに支出する。
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⑩その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査等委員会は、当社代表取締役社長と定期的に意見交換を行い、相互

の意思疎通を図る。

　監査等委員会は、会計監査人及び内部監査人と定期的に情報交換を行

い、相互の連携を図る。

　監査等委員会は取締役会のほか、経営会議その他の重要な会議に出席

し、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するとともに必要な

意見を述べることができる。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであり

ます。

①内部統制システム全般

　当社グループは内部統制システム全般の整備・運用を当社の監査等委員

会及び内部監査室がモニタリングし、改善を進めております。監査等委員

会による監査等委員会監査計画や内部監査室による内部監査計画に基づ

き、当社グループの業務の適正性、法令遵守状況並びにリスク管理に関す

る業務監査、財務報告に係る内部統制監査等を行っております。

②コンプライアンス体制

　当社グループは法令、定款及び社会倫理の遵守を徹底するための規範で

ある「行動規範」を制定しており、これを全社閲覧媒体に掲示するなどし

て、当社取締役及び使用人に対する継続的な周知を行っております。

　また、当社グループではコンプライアンス体制の整備及び改善を目的と

した、リスク・コンプライアンス推進委員会を設置しており、四半期毎に

リスク・コンプライアンス推進委員会を開催しております。当会議で討議

された内容は、必要に応じ関係各所へ周知され、当社グループのコンプラ

イアンスへの意識向上を図っております。

③取締役会の主な運用状況

　取締役会規程に基づいて、定時取締役会は毎月１回以上開催することと

しており、当連結会計年度においては12回、及び臨時取締役会を必要に応

じて随時、当連結会計年度においては４回開催しており、取締役の職務の

執行状況、内部統制システムの運用状況、経営リスク等の審議をしており

ます。
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④監査等委員会の職務の執行

　監査等委員は、監査等委員会において定めた監査方針や監査計画に基づ

き監査を実施するとともに、取締役会その他重要な会議への出席、重要書

類の点検、代表取締役社長との定期的な意見交換等を行って、取締役の職

務の執行状況、内部統制の運用状況等の監査を行っております。

７. 会社の支配に関する基本方針

　当社グループは、現状の資本構成等を鑑み、現時点においては買収への具体

的な対抗措置は導入しておりません。

　今後も引き続き検討を行い、必要に応じていかなる状況においても迅速に対

応できる体制を確保してまいります。

８. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題のひとつとして認識して

おりますが、現在当社は成長過程にあり、経営基盤の強化及び積極的な事業展

開のために内部留保の拡充を図り、財務体質の強化と事業拡大のための投資に

充当していくことが株主の皆様に対する最大の利益還元につながると考えてお

ります。

　内部留保資金につきましては、財務体質の強化及び、将来の事業展開とその

ために必要な優秀な人材の採用の強化等を図るための資金として、有効に活用

していく方針であります。

　配当実施の可能性及び実施時期につきましては、現時点において未定でござ

いますが、将来的には経営成績及び財政状態を勘案しながら株主の皆様への利

益還元を適宜検討いたします。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

完 成 工 事 未 収 入 金

契 約 資 産

未 成 工 事 支 出 金

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

2,920,513

1,930,015

374,794

172,866

33,532

302,543

64,936

42,095

△271

536,806

262,129

97,029

151,773

13,326

63,487

55,692

6,950

843

211,189

142,279

4,629

16,590

64,868

△17,178
　

（ 負  債  の  部 ）

流 動 負 債 1,435,235

工 事 未 払 金 291,612

短 期 借 入 金 661,000

1年内返済予定の長期借入金 108,605

未 払 法 人 税 等 135,032

賞 与 引 当 金 11,638

株 主 優 待 引 当 金 27,768

未 成 工 事 受 入 金 75,137

そ の 他 124,440

固 定 負 債 318,354

長 期 借 入 金 292,934

繰 延 税 金 負 債 13,939

そ の 他 11,479

負 債 合 計 1,753,589

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,709,829

資 本 金 349,789

資 本 剰 余 金 249,789

利 益 剰 余 金 1,111,051

自 己 株 式 △800

その他の包括利益累計額 △6,098

その他有価証券評価差額金 △6,098

純 資 産 合 計 1,703,731

資 産 合 計 3,457,320 負 債 純 資 産 合 計 3,457,320

連 結 貸 借 対 照 表

（2025年７月31日現在）
（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2024年８月１日から
2025年７月31日まで)

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 5,019,664

兼 業 事 業 売 上 高 260,294 5,279,959

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 3,782,609

兼 業 事 業 売 上 原 価 183,423 3,966,033

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 1,237,055

兼 業 事 業 総 利 益 76,870 1,313,925

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,241,224

営 業 利 益 72,700

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 895

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 243

賞 与 引 当 金 繰 入 額 5,442

そ の 他 5,677 12,258

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11,174

支 払 手 数 料 1,864

持 分 法 に よ る 投 資 損 失 2,316

そ の 他 32 15,387

経 常 利 益 69,571

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 657

関 係 会 社 株 式 売 却 益 268,349

そ の 他 4,491 273,497

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 188 188

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 342,881

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 142,333

法 人 税 等 調 整 額 △2,138 140,195

当 期 純 利 益 202,686

親会社株主に帰属する当期純利益 202,686

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2024年８月１日から
2025年７月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 349,789 249,789 908,365 △609 1,507,334

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

202,686 202,686

自 己 株 式 の 取 得 △190 △190

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 202,686 △190 202,495

当 期 末 残 高 349,789 249,789 1,111,051 △800 1,709,829

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評価差額金
その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 △6,214 △6,214 1,501,120

当 期 変 動 額

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

202,686

自 己 株 式 の 取 得 △190

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

115 115 115

当 期 変 動 額 合 計 115 115 202,610

当 期 末 残 高 △6,098 △6,098 1,703,731

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

完 成 工 事 未 収 入 金

契 約 資 産

未 成 工 事 支 出 金

材 料 貯 蔵 品

販 売 用 不 動 産

仕 掛 販 売 用 不 動 産

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他
　

2,443,043

1,675,169

309,696

166,874

32,004

1,689

206,041

24,940

14,485

12,411

△271

597,377

82,375

16,165

7,130

1,625

57,454

6,645

6,208

436

508,357

142,279

324,193

23,353

12,612

4,528

1,389
　

（ 負  債  の  部 ）

流 動 負 債 1,124,648

工 事 未 払 金 194,945

短 期 借 入 金 601,000

1年内返済予定の長期借入金 49,668

未 払 金 20,125

未 払 費 用 23,517

未 払 法 人 税 等 134,771

未 払 消 費 税 等 16,340

未 成 工 事 受 入 金 38,852

預 り 金 10,459

賞 与 引 当 金 7,200

株 主 優 待 引 当 金 27,768

固 定 負 債 153,766

長 期 借 入 金 149,593

資 産 除 去 債 務 4,173

負 債 合 計 1,278,414

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,768,105

資 本 金 349,789

資 本 剰 余 金 249,789

資 本 準 備 金 249,789

利 益 剰 余 金 1,169,326

利 益 準 備 金 1,000

そ の 他 利 益 剰 余 金 1,168,326

繰 越 利 益 剰 余 金 1,168,326

自 己 株 式 △800

評 価 ・ 換 算 差 額 等 △6,098

その他有価証券評価差額金 △6,098

純 資 産 合 計 1,762,006

資 産 合 計 3,040,421 負 債 純 資 産 合 計 3,040,421

貸　借　対　照　表

（2025年７月31日現在）
（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2024年８月１日から
2025年７月31日まで)

科 目 金 額

売 上 高

完 成 工 事 高 3,896,918

兼 業 事 業 売 上 高 82,009 3,978,928

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価 2,952,825

兼 業 事 業 売 上 原 価 64,661 3,017,487

売 上 総 利 益

完 成 工 事 総 利 益 944,093

兼 業 事 業 総 利 益 17,348 961,441

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 875,325

営 業 利 益 86,116

営 業 外 収 益

受 取 利 息 963

受 取 配 当 金 1

受 取 家 賃 2,836

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 243

賞 与 引 当 金 戻 入 額 5,442

そ の 他 249 9,736

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,183

支 払 手 数 料 1,765

そ の 他 32 9,980

経 常 利 益 85,871

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 407

関 係 会 社 株 式 売 却 益 256,548

そ の 他 3,500 260,456

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 188 188

税 引 前 当 期 純 利 益 346,139

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 140,004

法 人 税 等 調 整 額 △2,130 137,873

当 期 純 利 益 208,265

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(2024年８月１日から
2025年７月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

そ の 他
利 益 剰 余 金 利益

剰余金合計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 349,789 249,789 249,789 1,000 960,060 961,060

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 208,265 208,265

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 208,265 208,265

当 期 末 残 高 349,789 249,789 249,789 1,000 1,168,326 1,169,326

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

自 己 株 式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △609 1,560,029 △6,896 △6,896 1,553,133

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 208,265 208,265

自 己 株 式 の 取 得 △190 △190 △190

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

797 797 797

当 期 変 動 額 合 計 △190 208,075 797 797 208,872

当 期 末 残 高 △800 1,768,105 △6,098 △6,098 1,762,006

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 松 村 　 隆

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 田 中 一 弘

独立監査人の監査報告書

2025年９月24日

株式会社ニッソウ

取締役会　御中

興亜監査法人

東京都千代田区

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、株式会社ニッソウの2024年８月
１日から2025年７月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行っ
た。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、株式会社ニッソウ及び連結子会社からなる企業集団の当該
連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示
しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における
監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載
内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて
おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読
の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た
知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以
外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による
重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不
正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報
告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表
示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書
類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立
案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう
な事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の
注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項
が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将
来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算
書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に
表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関
する十分かつ適切な監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関す
る規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事
項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な
水準にまで軽減するためにセーフガードを適用している場合はその内容について報告を
行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定
により記載すべき利害関係はない。

以上
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指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 松 村 　 隆

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 田 中 一 弘

独立監査人の監査報告書

2025年９月24日

株式会社ニッソウ

取締役会　御中

興亜監査法人

東 京 都 千 代 田 区

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ニッソウの
2024年8月１日から2025年7月31日までの第37期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下
「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監
査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果た
している。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他
の記載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載
内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外に
その他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断
した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した
内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作
成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該
事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執
行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正
又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告
書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の
利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断さ
れる。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の
過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施
する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽
表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人
の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行わ
れた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事
項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切で
ない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監
査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等
の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し
ているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施
過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準
で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する
規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、
及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準に
まで軽減するためにセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、2024年８月１日から2025年７月31日までの第37期事業

年度の取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果につい

て、以下の通り報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事

項に関する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体

制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運

用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を

表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内

部統制部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等か

らその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務

及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会

社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応

じて子会社から事業の報告を受けました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計

監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体

制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品

質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を

受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

監査等委員会の監査報告
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２. 監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締

役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年９月29日

株式会社ニッソウ　監査等委員会

常 勤 監 査 等 委 員 船 津 丸 隆 ㊞

　 　 監 査 等 委 員 水 島 孝 生 ㊞

　 　 監 査 等 委 員 木 村 康 之 ㊞

　 　 監 査 等 委 員 小 林 仁 子 ㊞

　（注）監査等委員船津丸隆、水島孝生、木村康之及び小林仁子は、会社法

第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外取締役であります。

以　上
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候補者
番　号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

１

再 任

まえ

前　 
だ

田　 
ひろし

浩
(1961年12月12日生)

　

1980年２月 カナエプロダクション株式会社所属

1987年１月 クリエイティブリフォームオフィス

マエダ創業

1988年９月 当社設立、代表取締役社長（現任）

2025年９月 株式会社ささき代表取締役会長

　　　　　　（現任）

556,600株

【取締役候補者とした理由】

　代表取締役社長である前田浩氏は、1988年９月に当社を設立し、当社を2018年
に東京証券取引所TOKYO PRO Market上場、2020年に名古屋証券取引所セントレッ
クス（現名古屋証券取引所ネクスト市場）上場、2022年に東京証券取引所グロー
ス市場上場させるなど当社の現在の成長・発展を牽引してきました。

　当社を今日まで導いた豊富な業務経験と経営全般についての見識を生かし、当
社グループをさらに成長・発展させるため、引き続き取締役として選任をお願い
するものであります。

株主総会参考書類

議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名選任の件

　現在の取締役（監査等委員である取締役を除く。）全員（７名）は本総会終結

の時をもって任期満了となります。つきましては、経営体制の強化のために１名

増員し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）８名の選任をお願いするも

のであります。

　なお、本議案につきまして、監査等委員会は各候補者とも当社の取締役として

妥当であると判断しております。

　取締役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

２

再 任

たか

高
 

　
 

 
まつ

松
 

　
 

 
しげ

重
 

　
 

 
ゆき

之
(1954年11月18日生)

　

1978年４月 岡三証券株式会社（現株式会社岡三

証券グループ）入社

1992年８月 岡三国際（亜洲）有限公司取締役社長

2004年４月 岡三証券株式会社取締役

2007年６月 岡三証券株式会社常務取締役

2011年４月 岡三証券株式会社専務取締役

2018年６月 岡三証券株式会社代表取締役兼専務

執行役員

2020年８月 当社入社

2020年10月 当社取締役副社長（現任）

2023年３月 日本リゾートバンク株式会社取締役

会長（現任）

200株

【取締役候補者とした理由】

　高松重之氏は、経営者としての豊富な経験並びにグローバル事業に関する専門
的かつ広範な知識を有しております。2020年10月に当社取締役副社長に就任し、
当社グループの成長に貢献するとともに、経営者の一人として当社グループの拡
大発展に寄与してまいりました。

　これらの経営全般についての経験や幅広い知見が当社の企業価値向上に資する
ため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

３

再 任

き

木　 
むら

村　 
たか

孝　 
し

史
(1966年11月14日生)

　

1987年10月 株式会社国本入社

1996年２月 ブロスプランニング有限会社入社

2004年10月 当社入社

2017年７月 当社取締役営業本部長

2019年10月 当社常務取締役営業本部長

2023年５月 株式会社ヤナ・コーポレーション

　　　　　　代表取締役社長（現任）

2023年５月 株式会社ささき代表取締役会長

2025年８月 当社常務取締役リフォーム部長

　　　　　　（現任）

1,000株

【取締役候補者とした理由】

　木村孝史氏は、当社に入社以来、営業部門に従事し、2017年７月に当社取締役
営業本部長に就任しており、当該部門の責任者として当社の成長に貢献するとと
もに、経営者の一人として当社グループの拡大発展に寄与してまいりました。

　これらの営業本部全般における豊富な経験と幅広い知見が当社の企業価値向上
に資すると判断し、当社をさらに成長・発展させるため、引き続き取締役として
選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

４

再 任

ゆ

湯　 
あさ

浅　 
かず

一　 
ひこ

彦
(1985年４月７日生)

　

2006年４月 株式会社アールインテリア入社

2010年８月 株式会社夢真ホールディングス入社

2011年10月 当社入社

2017年７月 当社取締役リフォーム部長

2019年９月 当社取締役営業本部副本部長

2020年８月 当社取締役営業本部副本部長兼第一

営業部長

2024年８月 当社取締役営業本部副本部長兼本店

営業部長

2025年８月 当社取締役リフォーム部担当

　　　　　　（現任）

600株

【取締役候補者とした理由】

　湯浅一彦氏は、当社に入社以来、営業部門に従事し、2019年９月に当社取締役
営業本部副本部長に就任しており、当該部門に対しリーダーシップを発揮し、当
社の成長に貢献するとともに、経営者の一人として当社グループの拡大発展に寄
与してまいりました。

　これらの営業本部全般における経験と知見が当社の企業価値向上に資すると判
断し、当社をさらに成長・発展させるため、引き続き取締役として選任をお願い
するものであります。

５

再 任

きた

北
 

　
 

 
むら

村
 

　
 

 
とも

知
 

　
 

 
ゆき

之
(1974年６月17日生)

　

1999年10月 合資会社ディスクロージャー入社

2003年４月 株式会社東海入社

2012年12月 当社入社

2018年２月 当社管理部次長

2020年５月 当社管理部長

2020年10月 当社取締役管理部長（現任）

2023年３月 日本リゾートバンク株式会社監査役

（現任）

2023年５月 株式会社ヤナ・コーポレーション

　　　　　　監査役（現任）

600株

【取締役候補者とした理由】

　北村知之氏は、当社に入社以来、財務、経理、経営企画等の管理部門に従事
し、2020年５月に管理部長に就任しており、当該部門の責任者として当社の成長
に貢献するとともに、経営者の一人として当社グループの拡大発展に寄与してま
いりました。

　これらの管理部全般における豊富な経験と幅広い知見が当社の企業価値向上に
資するため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

６

再 任

のう

能　 
み

美　 
あや

文　 
み

弥
(1966年８月３日生)

　

1990年４月 有限会社ヴォートル（現株式会社

　　　　　　ヴォートル）入社

2013年４月 当社入社

2023年10月 当社取締役経理部長（現任）

400株

【取締役候補者とした理由】

　能美文弥氏は、当社に入社以来、経理等の管理部門に従事し、2023年10月に経
理部長に就任しており、当該部門の責任者として当社グループの成長に貢献する
とともに、経営者の一人として当社グループの拡大発展に寄与してまいりまし
た。

　これらの経理全般における豊富な経験と幅広い知見が当社の企業価値向上に資
するため、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

７

新 任

まえ

前　 
だ

田　 
しん

信
(1990年２月16日生)

　

2012年４月 当社入社

2024年６月 株式会社ささき常務取締役（現任）

2024年８月 株式会社平成ハウジング専務取締役

（現任）

2025年９月 当社経営企画部長（現任）

0株

【取締役候補者とした理由】

　前田信氏は、当社に入社以来、営業部門及び管理部門に従事し、2020年４月に
管理部経営企画Ｇ長に就任しており、当社の組織強化やＭ＆Ａ等の成長戦略に関
する施策の立案・推進を担い、当社グループの拡大発展に寄与してまいりまし
た。

　これらの当社グループ全般における豊富な経験と幅広い知見が当社の企業価値
向上に資すると判断し、新たに取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番　号

氏 名

（ 生 年 月 日 ）
略歴、当社における地位及び担当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

８

再 任

いち

市　 
かわ

川　 
けい

圭　 
すけ

介
(1981年10月12日生)

【社外取締役在任

期間】

１年０ヶ月

2006年12月 あらた監査法人（現ＰｗＣ Japan

　　　　　　有限責任監査法人）入所

2011年９月 公認会計士登録

2012年10月 フロンティア・マネジメント株式

　　　　　　会社入社

2014年７月 市川圭介公認会計士事務所開設

　　　　　　（現任）

2015年３月 WILLER ALLIANCE株式会社

　　　　　　（現WILLER株式会社）執行役員

2015年４月 株式会社Smarprise監査役

2016年４月 株式会社インターメディカル代表

　　　　　　取締役（現任）

2018年６月 株式会社Smarprise取締役

2021年10月 当社監査役

2022年10月 当社取締役（監査等委員）

2024年10月 当社取締役（現任）

0株

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】

　市川圭介氏は経営者としての豊富な経験を有しており、また、公認会計士とし
ての専門的かつ広範な知識も有しております。

　これらの見識と経験が当社の企業価値向上に資すると判断し、社外取締役候補
者といたしました。

　また同氏が選任された場合は、経営者及び公認会計士の目線で、当社の経営に
対する監督・助言等いただくことを期待しております。

（注）１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

　　　２．取締役候補者前田浩氏は、当社の大株主であり親会社等に当たります。

　　　３．取締役候補者前田浩氏は、当社の子会社である株式会社ささきの代表取締役を

兼職しております。

　　　４．取締役候補者高松重之氏は、当社の子会社である日本リゾートバンク株式会社

の取締役を兼職しております。

　　　５．取締役候補者木村孝史氏は、当社の子会社である株式会社ヤナ・コーポレーシ

ョンの代表取締役を兼職しております。

　　　６．取締役候補者北村知之氏は、当社の子会社である日本リゾートバンク株式会社

及び株式会社ヤナ・コーポレーションの監査役を兼職しております。

　　　７．取締役候補者前田信氏は、当社の子会社である株式会社ささき及び株式会社平

成ハウジングの取締役を兼職しております。

　　　８．市川圭介氏は社外取締役候補者であります。

　　　９．市川圭介氏については、株式会社東京証券取引所及び株式会社名古屋証券取引

所の定める独立役員として両取引所に届け出ております。なお、同氏の選任が

承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であります。
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　　　10．当社は市川圭介氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項に定める損害賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基

づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額と

しております。なお、同氏の選任が承認された場合は、同氏との間で、当該契

約を継続する予定であります。

　　　11．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険

会社との間で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合にお

いて、被保険者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保

険契約により補填することとしております。各候補者が選任され就任した場合

は、いずれの取締役も当該保険契約の被保険者となります。

　　　　　当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び当社子会社の取締役及び監査役

（当事業年度中に在任していたものを含む。）であり、保険料は全額当社が負

担しております。また、契約期間は、１年間であり、次回更新時には同内容で

更新する予定であります。

以　上
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会場： 東京都新宿区西新宿八丁目17番１号

住友不動産新宿グランドタワー５階

ベルサール新宿グランドコンファレンスセンター

TEL 03－3362－4792

交通 西新宿駅（丸ノ内線） １番出口より 徒歩３分

都庁前駅（大江戸線） Ｅ４出口より 徒歩７分

新宿駅（JR線・小田急線・京王線） 西口より 徒歩15分

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

ファミリーマート

成子天神社

セブンイレブン

スギ薬局

オークタワー
至新宿

至中野坂上

東京医大病院
青梅街道

新宿警察署

成子天神下

BIZ新宿

東京医大病院前

東京医大病院前

住友不動産
新宿
グランド
タワー

日土地
西新宿ビル

りそな銀行

（新宿駅行）
　東京医大病院前

東京メトロ丸ノ内線

西新宿駅
1番出口

公
園
通
り

ベルサール新宿グランド
コンファレンスセンター

西新宿三井
ビルディング

新宿
フロントタワー

（新宿駅行）
　成子坂下

成子坂下


